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（目 的）  

第１条  この規程は、労働災害防止のため、責任体制の明確化及び自主活動の促進を図り、

社員等の安全と健康を確保するとともに、快適な作業環境の醸成を促進すること

を目的とする。  

 

 

（遵守義務）  

第２条  社員・契約社員・パートナー社員（以下「社員等」という）は、この規程に定め

る事項並びに職場の衛生と安全に関する事項を遵守し、安全で快適な職場を築く

よう努めなければならない。  

 

 

（適用の基準）  

第３条  この規程に定めのない事項については法令並びに他の社内基準等に従うものとす

る。  

 

 

（安全衛生管理組織）  

第４条  労働安全衛生法に基づき、前条の目的を達成するため、総括安全衛生管理者、安

全管理者、及び衛生管理者を選任するとともに、安全衛生委員会を構成し、安全

衛生に関して必要な措置を講ずるための権限を付与する。  

 

 

（総括安全衛生管理者の職務）  

第５条  総括安全衛生管理者は、安全管理者及び衛生管理者を指揮するとともに、次の業

務を総括管理するものとする。  

(1) 社員等の危険または健康障害を防止するための措置に関すること  

(2) 社員等の安全及び衛生の教育の実施に関すること  

(3) 健康診断の実施、その他健康管理に関すること  

(4) 労働災害の原因の調査及び再発防止に関すること  

(5) 安全衛生委員会を主催し、有効に機能させること  

(6) その他  

 

 

（安全管理者の職務）  

第６条  安全管理者は、総括安全衛生管理者の指揮を受け、次の業務を行うものとする。  

(1) 建設物、設備、作業場または作業方法に危険がある場合における応急措置及

び適切な防止の措置  

(2) 事故時の原因調査、再発防止  

(3) その他  

 

 

（衛生管理者の職務）  

第７条  衛生管理者は、総括安全衛生管理者の指揮を受け、次の業務を行うものとする。  

(1) 健康に異常のある者の発見及びその措置  

(2) 作業条件、施設等の衛生上の改善  

(3) 衛生用保護具、救急用具、薬品等の点検及び整備  

(4) 衛生教育、健康相談その他社員等の健康の維持向上に必要な事項  

(5) 定期的健康診断の計画とその実施  
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(6) 衛生に関する諸記録の整備及び保管  

(7) 社員等の業務上の負傷及び疾病、死亡に関する原因の調査  

(8) その他  

 

 

（衛生管理者の選任）  

第８条  社員等の総数が 50 名を超える事業所毎に、法令で定める有資格者の中から、衛生

管理者を選出し、その者に衛生及び安全に関する措置をなし得る権限を与えると

ともに、各管理監督者が行う災害防止及び健康管理に関する諸施策を管理させる。 

(1) 健康診断の実施、その他社員等の健康管理に関する事項  

(2) 作業環境の調査  

(3) 作業条件、施設等の安全衛生上の改善  

(4) 社員等の健康障害の原因及び再発防止のための医学的措置に関する事項  

(5) 衛生教育、健康相談その他社員の健康保持、健康増進に必要な事項  

(6) 社員等の業務上の負傷及び疾病、死亡に関する原因の調査  

(7) その他前各号に付帯または関連する事項  

 

 

（産業医の選任）  

第９条  社員等の総数が 50 名を超える事業所毎に、法令に基づき、産業医の資格を持つ医

師の中から産業医を選任し、社員等の健康管理及びそれに関する事項をなし得る

権限を与える。  

 

２ 産業医はその他第 8 条各号に掲げる事項について、会社に対して勧告し、または

衛生管理者に対して指導もしくは助言することができる。  

 

 

（安全衛生委員会）  

第10条  安全衛生委員会の組織・運営に関しては、別途に定める安全衛生委員会運営内規

による。  

 

 

（責任者、主任者及びその他の補助者）  

第11条  組織図に示す各部門の長は、それぞれ当該部門の安全衛生管理責任者とする。  

 

２  各部門の長は、管下各作業場ごと主任者を指定し安全及び衛生管理業務を担任さ

せるものとする。  

 

３  総括安全衛生管理者、安全管理者及び衛生管理者は前各号の他、必要とする補助

者を指定することができる。  

 

 

（社員等の遵守事項）  

第12条  社員等は、安全衛生管理担当者及び所属長の指示に従い、常に安全衛生の向上に

努めるとともに、次の事項を遵守しなければならない。  

(1) 会社が行う安全及び衛生に関する教育訓練並びに行事には積極的に参加する

こと  

(2) 構内・庫内及び車、室内の整理整頓に努めること  

(3) 安全または衛生上保護具の使用を命じられた者は必ず使用すること  
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(4) すべての機器の安全装置は、許可なく取り除かないこと  

(5) 運転中の機器類には常に細心の注意を図ること  

(6) べルトコンベアー上の歩行をしないこと  

(7) 無資格者による、運転・操作その他の取扱をしないこと  

(8) 指定場所以外構内はすべて火気厳禁とする。喫煙は休憩時間に休憩室等定め

られた吸殻入れの設置してある場所で行うこと  

(9) 共同作業時には、合図し合う等連携を密にし相互に危険防止に努めること  

(10) 設備・機器または作業上不安全事項を発見した場合には、遅滞なく申出るこ

と  

(11) 常に健康管理に留意するとともに、定期健康診断は必ず受診すること  

 

 

（就業の制限又は禁止）  

第13条  社員等は、本人又は同居の家族及び同居人が法定の感染症に罹患し、その疑いあ

る場合は、直ちに所属長に報告し、その指示を受けなければならない。  

 

２  前項の報告を受けた所属長は、衛生管理者と協議の上所要の措置を講ずるものと

し、状況により出勤停止を命ずることができる。  

 

３  女子及び満１８才未満の社員等に対しては、危険又は衛生上有害な業務並びに重

量物の取扱をさせてはならない。  

 

４  睡眠不足、宿酔その他の事由により正常に就労できないと認められる場合には、

就労の禁止を命ずることができる。  

 

 

（健康診断）  

第14条  会社は、年１回以上定期に健康診断を行う。また必要により全員または一部の者

に対し臨時に健康診断及び予防接種を行うことがある。なお、常態的に深夜勤務

を行う社員については、半年に１回定期健康診断を行う。  

 

 

（メンタルヘルス）  

第15条  会社は、社員等の心の健康を保つことを目的に、「心の健康づくり計画」を策定し、

周知する。また、心の健康問題により休業した社員等に対し、職場復帰支援を行

う。  

 

(ストレスチェック制度) 

第 16 条  会社は、社員等（以下「ストレスチェック対象社員等」という）に対し毎年１回、

心理的な負担の程度を把握するための検査（以下、ストレスチェックという。）

を実施する。 

 

２  前項に定めるストレスチェックとは、調査票を用いて次の項目に対する検査を行

い、ストレスチェック対象社員等のストレスの程度を評価し、その結果を踏まえ

て高ストレス者を選定の上、医師による面接指導の要否を確認するものをいう。 

(1)職場における当該労働者の心理的な負担の原因に関する項目 

(2)当該労働者の心理的な負担による心身の自覚症状に関する項目 
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(3)職場における他の労働者による当該労働者への支援に関する項目 

 

  ３ 会社は、ストレスチェック実施後にストレスチェック対象社員等の同意を得て、

もしくは第 19 条に定める面接指導を希望する者のストレスチェック結果につ

いて、次条に定める実施者等から提供を受けることができる。この場合におい

て、会社はストレスチェックの結果の記録を作成し、５年間保存する。 

 

(実施体制) 

第 17 条 会社は、ストレスチェック制度の実施にあたって実施計画を策定し、産業医等を

ストレスチェック実施者に指名して実施体制を整備するものとする。 

 

  ２ 会社は、ストレスチェック制度の実施計画に基づく実施の管理等の実務を担当

する実施事務従事者を指名することができるものとする。 

 

 ３ 会社は、ストレスチェック制度実施にあたり、必要に応じて、共同実施者を指

名することができる。  

 

(高ストレス者の選定方法) 

第 18 条 会社は、次のいずれかの要件を満たし、安全衛生委員会の調査審議を経て会社が

決定した基準に該当する者を高ストレス者として選定する。 

(1)「心理的な負担による心身の自覚症状に関する項目」の評価点数の合計が

高い者 

(2)「心理的な負担による心身の自覚症状に関する項目」の評価点数の合計が

一定以上の者であって、かつ、「職場における当該労働者の心理的な負担の

原因に関する項目」及び「職場における他の労働者による当該労働者への支

援に関する項目」の評価点数の合計が著しく高い者 

 

(面接指導の実施) 

第 19 条  会社は、高ストレス者のうち医師による面接指導を受ける必要があると実施者が

認めたストレスチェック対象社員等から申し出があった場合には、これを実施す

る。 

 

  ２ 前項の面接指導の結果に基づき、会社は医師の意見を勘案し、その必要があると

認めるときは、当該社員等の実情を考慮して、就業場所の変更、作業の転換、労

働時間の短縮、深夜業の回数の減少等の措置を講ずることがある。 

 

（健康情報管理の目的） 

第 20 条 業務上知り得た健康情報等は、「健康確保措置の実施」又は「安全配慮義務の履

行」のために以下の条項に則り、適切に取り扱う。 

 

   ２ 健康情報等を取り扱う者は、あらかじめ社員本人の同意を得ることなく、前項

で定めた利用目的の達成に必要な範囲を越えて、健康情報等を取り扱ってはな
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らない。ただし、法令で定める場合は、この限りではない。 

 

   ３ 健康情報等を取り扱う者は、法令で定める場合を除き、原則として取得時に特

定した利用目的を変更して健康情報等を利用してはならない。 

 

（健康情報等） 

第 21 条 健康情報等は別表１を指す。 

 

 

（健康情報等の取扱い、健康情報等を取り扱う者及びその権限並びに取り扱う健康情報等

の範囲） 

第 22 条 健康情報等の取扱いとは、健康情報等に係る収集から保管、使用（第三者提供を

含む。）、消去までの一連の措置を指し、別表２のとおり定義する。健康情報等

を取り扱う者とその取り扱う健康情報等の範囲を、別表１に定める。 

 

２ 健康情報等を取り扱う者については、別表３のとおりとする。３ 健康情報等

を取り扱う責任者（以下「責任者」という。）は健康管理部門の長とする。 

 

４ 健康情報等を取り扱う者が利用目的の範囲を越えて、また利用目的を変更して

健康情報等を取り扱う場合は、責任者の承認を得るとともに、社員等本人の同

意を得る。 

 

５ 健康情報等を取り扱う者は、職務を通じて知りえた社員等の健康情報等を他人

に漏らしてはならない。 

 

（健康情報等を取り扱う目的等の通知方法及び本人同意の取得方法） 

第 23 条 健康情報等を取り扱う場合には、あらかじめその利用目的・取扱方法を労働者本

人に通知又は公表する。公表していない場合であって情報を取得した場合には、

速やかにその利用目的等を社員等本人に通知する。 

 

２ 健康情報等の分類に応じた社員等本人の同意取得について、次のとおり定める。 

    (1)法令に基づき、収集する情報  

社員等本人の同意を得ずに収集することができる。 

    (2)法令で定められていない項目について収集する情報 

     適切な方法により社員等本人の同意を得ることで収集することができる。本規

程に定めている情報に関しては、本規程が社員等本人に認識される合理的かつ

適切な方法により周知され、社員等本人が本規程に規定されている健康情報等

を本人の意思に基づき提出したことをもって、当該健康情報の取扱いに関する

社員等本人からの同意の意思が示されたものと解する。 

 

（健康情報等の適正管理の方法） 

第 24 条 利用目的の達成に必要な範囲において、健康情報等を正確かつ最新の内容に保つ
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よう努める。 

 

２ 健康情報等の漏えい・滅失・改ざん等を防止するため、組織的、人的、物理的、

技術的に適切な措置を講ずる。 

(1)責任者は、健康情報等があらかじめ定めた方法に従って取り扱われていること

を確認する。 

(2)第 23 条第１項に定められた者以外は原則、健康情報等を取り扱ってはならな

い 

(3)健康情報等を含む文書（磁気媒体を含む。）は施錠できる場所への保管、記録

機能を持つ媒体の持ち込み・持ち出し制限等により情報の盗難・紛失等の防止

の措置を講ずる。 

(4)健康情報等のうち、体系化され、検索可能な個人データに当たるものを扱う情

報システムに関して、アクセス制限、アクセス記録の保存、パスワード管理、

外部からの不正アクセスの防止等により、情報の漏えい等の防止の措置を講ず

る。 

 

３ 健康情報等は、法令又は規程等に定める保存期間に従い保管する。利用目的を

達した場合は、速やかに廃棄又は消去するよう努める。 

 

４ 情報の漏えい等が生じた場合には、速やかに責任者へ報告する。また、事業場

内部において報告及び被害の拡大防止、事実関係の調査及び原因の究明、影響

範囲の特定、再発防止策の検討及び実施、影響を受ける可能性のある本人への

連絡等並びに事実関係及び再発防止策の公表などの必要な措置を講じる。 

 

５ 健康情報等の取扱いを委託する場合は、委託先において当該健康情報等の安全

管理措置が適切に講じられるよう、委託先に対して必要かつ適切な監督を行う。 

 

（健康情報等の開示、訂正等（追加及び削除を含む。以下同じ。）及び使用停止等（消去及

び第三者への提供の停止を含む。以下同じ。）） 

第 25 条 社員等本人より当該本人の健康情報等の開示請求を受けた場合、本人に対し、遅

滞なく、当該健康情報等の書面の交付による方法又は請求を行った者が同意した

方法で開示する。権限を有する者が当該情報を開示する。また、社員等本人が識

別される情報がないときにはその旨を知らせる。 

 

２ ただし、開示することにより、社員等本人又は第三者の生命、身体、財産その

他の権利利益を害するおそれがある場合や、業務の適正な実施に著しい支障を

及ぼすおそれがある場合等には、開示請求を受けた情報の全部又は一部を開示

しないことができる。また、その場合は遅滞なく社員等本人に対してその旨を

通知する。また、社員等本人に通知する場合には、本人に対してその理由を説

明するように努める。開示に関しては、開示の受付先、開示に際して提出すべ

き書面の様式等の請求に応じる手続きを定め、社員等本人に周知する。 
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３ 社員等本人より当該本人の健康情報等について訂正、追加、削除、使用停止（第

三者への提供の停止を含む。以下「訂正等」という。）の請求を受けた場合で、

その請求が適正であると認められる場合には、訂正等を行う。訂正等を行った

場合、又は行わなかった場合いずれの場合においても、その内容を社員等本人

へ通知する。 

 

４ ただし、訂正等の請求があった場合でも、利用目的から見て訂正等の必要がな

い場合、誤りである指摘が正しくない場合、訂正等の対象が事実でなく評価に

関する情報である場合には、訂正は行わない。ただし、その場合には、遅滞な

く、訂正等を行わない旨を社員等本人に通知する。また、社員等本人に対して

訂正等を行わない理由を説明するよう努める。なお、評価に関する健康情報等

に、評価の前提となっている事実も記載されており、それに誤りがある場合に

おいては、その限りにおいて訂正等を行う。 

 

（健康情報等を第三者に提供する場合の取扱い） 

第 26 条 あらかじめ社員等本人の同意を得ることなく、健康情報等を第三者へ提供しては

ならない。ただし、次の場合を除く。 

(1)健康診断又は面接指導等の実施を委託するために必要な労働者の個人情報を

外部機関（健康診断実施機関等）に提供する場合、その他法令に基づく場合 

(2)人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、社員等本人

の同意を得ることが困難である場合 

(3)公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合で

あって、社員等本人の同意を得ることが困難である場合 

(4)国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務

を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得る

ことにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがある場合 

 

２ 以下に該当する場合の健康情報等の提供先は第三者に該当しない。 

(1)健康保険組合等と共同して健康診断や保健事業を実施する場合 

(2)健康情報等の取扱い（データ入力・分析等）を委託して実施する場合 

(3)合併その他の事由により事業の承継に伴って情報を提供する場合 

 

３ 健康情報等を第三者に提供する場合は、法令に則り記録を作成・保存する。 

 

（第三者から健康情報等の提供を受ける場合の取扱い） 

第 27 条 第三者から健康情報等（個人データ）の提供を受ける場合には、法令に則り、必

要な事項について確認するとともに、記録を作成・保存する。 

 

別表１：健康情報等 

 健康情報等※取り扱う者の表記は別表３の表記のとおりとする 取り扱う者 

※ 

(1) 会社が実施した健康診断の結果並びに社員等から提出された健康診 アイウエ 
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断の結果 

(2) 上記の健康診断を実施する際、会社が追加して行う健康診断の結果 アイウエ 

(3) 上記の健康診断の受診・未受診の情報 アイウエ 

(4) 会社が医師又は歯科医師から聴取した意見及び会社が講じた健康診

断実施後の措置の内容 

アイウエ 

(5) 会社が実施した保健指導の内容及び実施の有無 アイウエ 

(6) 会社が実施した面接指導の結果及び社員等から提出された面接指導

の結果 

アイウエ 

(7) 健康診断にかかわる労働者からの面接指導の申出の有無 アイウエ 

(8) 会社が実施したストレスチェックの結果 ア 

(9) 上記ストレスチェックの労働者からの面接指導の申出の有無 ア 

(10) 会社が実施した面接指導又は面接指導に準ずる措置の結果 アイウエ 

(11) 会社が医師から聴取した意見及び会社が講じた面接指導実施後の措

置の内容 

アイウエ 

(12) 健康保持増進措置を通じて会社が取得した健康測定の結果、健康指

導の内容等 

アイウエ 

(13) 社員等から提出された二次健康診断の結果及び労災保険法の給付に

関する情報 

アイウエ 

(14) 治療と仕事の両立支援等のための医師の意見書 アイウエ 

(15) 通院状況等疾病管理のための情報 アイウエ 

(16) 健康相談の実施の有無 アイウエ 

(17) 健康相談の結果 アイウエ 

(18) 職場復帰のための面談の結果 アイウエ 

(19) （上記のほか）衛生管理業務従事者が労働者の健康管理等を通じて

得た情報 

アイウエ 

(20) 任意に社員等から提供された本人の病歴、健康に関する情報 アイウエ 

 

別表２：健康情報等の取扱いに関する定義  

方法の種類  具体的内容  

収集  健康情報等を入手すること  

保管  入手した健康情報等を保管すること  

使用  健康情報等を取り扱う権限を有する者が、健康情報等を（閲覧を含めて）

活用すること、また第三者に提供すること  

加工  収集した健康情報等の他者への提供に当たり、当該健康情報等の取扱いの

目的の達成に必要な範囲内で使用されるように変換すること。（例えば、

健康診断の結果等をそのまま提供するのではなく、所見の有無や検査結果

を踏まえ、医師の意見として置き換えることなど。）  

消去  収集、保管、使用、加工した情報を削除するなどして使えないようにする

こと  

 

別表３：健康情報等を取り扱う者  

表記 健康情報等を取り扱う者 具体的な取り扱い者 

ア 人事に関して直接の権限を持つ監督

的地位にある者 

役員、人事部門の長、健康管理部門の長、

輸送管理部門の長 

イ 衛生関係事務社員等 衛生管理者、衛生推進者、健康管理部門

事務担当者、輸送管理部門事務担当者、
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運行管理者（補助者含む） 

ウ 管理監督者 社員等本人の所属長 

エ その他医療従事者 産業医、保健師 

 


